
平成２９年度　取り組み効果実績

一般会計の決算

特別会計の決算
歳　入 対予算(%) 対前年度(%) 歳　出 対予算(%) 対前年度(%)

国 民 健 康 保 険 事 業 90億 483万円 88億5,802万円 98.4 96.9 87億8,367万円 97.5 99.2

予　算

後 期 高 齢 者 医 療 8億9,163万円 8億8,345万円 99.1 104.4 8億5,911万円 96.4 104.5

介 護 保 険 事 業 62億8,597万円 63億7,206万円 101.4 103.0 61億8,503万円 98.4 102.5

公 共 下 水 道 事 業 11億8,739万円 9億2,621万円 78.0 98.3 8億9,926万円 75.7 99.6

公設地方卸売市場事業 2,312万円 2,416万円 104.5 103.7 2,178万円 94.2 110.6

住宅新築資金等貸付事業 271万円 700万円 258.1 86.9 271万円 100.0 75.1

光 熱 水 費 等 支 出 6億1,613万円 5億5,016万円 89.3 106.4 5億5,016万円 89.3 106.4

給 与 費 等 管 理 49億 938万円 48億8,022万円 99.4 93.7 48億8,022万円 99.4 93.7

公 債 費 管 理 33億8,764万円 33億8,736万円 100.0 86.2 33億8,736万円 100.0 86.2

平成２９度決算の状況

地方自治法第２４３条の３第１項及び鳴門市財政

状況公表条例の規定により，平成３０年４月１日

から平成３０年９月３０日までにおける本市の財政

事情と平成２９年度における決算状況を公表します。

平成３０年１１月１日

鳴門市長 泉 理彦

市の全部門の全体最適を考慮しながら、財政健全化や行政経営の効率化、職員と組織の能力向上などの

課題に総力を挙げて取り組み、経営体としての本市の総合力をさらに高めていくこととしています。

（計画期間：平成27年度～32年度）

266億2,908万円
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財産収入，寄附金，繰入金，繰越金，諸収入

約12億2,900万円（目標を約7億3,900万円上回る）

・歳入の確保 （約5.90億円）

・歳出削減 （約2.86億円）

・定員管理・給与等の適正化 （約1.25億円）

・特別会計及び地方公営企業会計の健全化

（約2.28億円）

258億4,736万円
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対予算比率 96.2%
対前年度比率 104.4%

対予算比率 93.4%
対前年度比率 104.8%



（平成30年9月30日現在）

一般会計の状況

特別会計の状況 一時借入金

今年度末の地方債現在高見込み

市有財産の状況 市民負担の状況

●市税総額 ●一般会計地方債残高

72億2,100万円 281億8,663万円

1人当たり 1世帯当たり 1人当たり 1世帯当たり

※平成30年9月30日現在 世帯数 26,426世帯
人口 57,967人

歳　入　（自　主　財　源） 歳　出

72億2,100万円
市 税 民 生 費

97億3,844万円

43億　919万円 32億5,836万円

10億9,876万円
繰 入 金 教 育 費

44億　744万円

5億6,150万円 7億7,785万円

9億3,210万円
諸 収 入 公 債 費

30億3,124万円

4億8,113万円 0万円

1億5,064万円
繰 越 金 総 務 費

26億9,381万円

7億8,172万円 3億6,837万円

3億2,451万円
使用料及び賃貸料 衛 生 費

16億3,905万円

1億5,427万円 2億2,442万円

2億　792万円
分担金及び手数料 土 木 費

18億3,925万円

7,256万円 3億5,909万円

3億　720万円
寄 附 金 消 防 費

8億4,802万円

7,276万円 7,909万円

4,739万円
財 産 収 入 農林水産業費

5億1,159万円

2,479万円 8,256万円

歳　入　（依　存　財　源）
議 会 費

2億5,211万円

34億3,610万円
市 債

1億1,497万円

8,450万円
商 工 費

2億1,778万円

40億　552万円
国 庫 支 出 金

6,171万円

16億1,192万円
災 害 復 旧 費

 1億　　　万円

40億7,000万円
地 方 交 付 税

0万円

27億2,469万円
予 備 費

2,000万円

20億　990万円
県 支 出 金

0万円

6,756万円
労 働 費

131万円

14億8,900万円 交 付 金 及 び
譲 与 税

10万円

7億2,182万円

※平成29年度からの繰越分を含む。

予　算 収入済額 支出済額

国 民 健 康 保 険 事 業 75億7,484万円 26億9,914万円 23億9,059万円 一般会計 0 円

後 期 高 齢 者 医 療 8億6,287万円 2億9,836万円 2億6,056万円 特別会計 0 円

介 護 保 険 事 業 64億2,084万円 28億　284万円 25億7,989万円

公 共 下 水 道 事 業 11億9,435万円 6,362万円 2億　513万円

公設地方卸売市場事業 2,253万円 755万円 755万円

住宅新築資金等貸付事業 271万円 544万円 0万円 一 般 会 計 281億8,663万円

光 熱 水 費 等 支 出 6億2,151万円 0万円 2億8,123万円 特
別
会
計

公 共 下 水 道 事 業 65億5,861万円

給 与 費 等 管 理 49億　738万円 1万円 22億1,553万円 公設地方卸売市場事業 281万円

公 債 費 管 理 33億6,574万円 0万円 14億5,081万円 住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業 36万円

合　　　計 347億4,841万円

《市税》

市民税，固定資産税，

軽自動車税など

《繰入金》

基金の取崩しなど

《地方交付税》

市の財政力に応じて国

から交付されるお金

《市債》

国や金融機関からの借入

《民生費》

高齢者や障害者の福祉

事業，生活保護，子ども

手当等の児童福祉など

《教育費》

幼稚園，小・中学校の整

備・運営，生涯学習など

《公債費》

市債の元金や利子

の償還費用

《総務費》
市役所管理運営，市民
協働，住民票発行など

予算額上位科目の説明

予算額上位科目の説明

317万1,936㎡ 有価証券 4,273万円

基金残高 28億4,976万円

26万

461㎡

124,571円 486,253円 1,066,625円273,254円

歳　　出
予算額 253億　　 4万円

支出額 53億2,652万円収入額 116億6,841万円

歳　　入
予算額 253億　　　4万円


